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農村社会の男女共同参画に向けて
　　　―長野県の女性地域リーダーの事例から―
藤井　和佐
????
　この度は、拙著『農村女性の社会学―地域づくりの男女共同参画』に第 4 回昭和女子大
学女性文化研究賞を賜りまして、まことにありがとうございます。このような賞をいただ
くことは、私のみならず、調査にご協力くださった女性地域リーダーの皆さんの励みにも
なるのではないかと、あらためて感謝申し上げる次第です。
　実は、今もですが、授賞のご連絡を掛川典子先生から頂戴したときから、賞の重みにふ
るえております。今後、どのようにこのテーマを展開させていくか、その道を歩むべく背
中をおされているようで、重責を感じています。
　私の専門は、地域社会学および政治社会学で、とりわけ農山漁村を対象として研究して
おります。多くのジェンダー研究者と共同研究の機会もございましたが、いわゆるジェン
ダー論的なアプローチを真正面からとっているわけではありません。女性学やフェミニズ
ム論の立場とは異なる角度から農漁村の女性たちの活動をみてきています。また、天野寛
子先生や粕谷美砂子先生のご研究にもありますように、生業・家・村といった状況におか
れた女性を対象としていることから、男性中心の政治文化のなかで男女共同参画のあり方
を模索せねばならず、自ずと文化変容あるいは文化創出をめざすものとなります。もちろ
ん簡単なことではありませんが、ご存知のように、今、農山漁村では過疎が激しくなって
おり、少子化・高齢化も著しいなか地域づくりは喫緊の課題であり、悠長なことをいって
いられない状況にあります。
　そのような状況にあっても、主に男性から、男性研究者からでさえもよく問われるの
が、「なぜ女性が参画しないといけないのか。わざわざしんどい思いをしなくてもいい
じゃないか」というものです。意思決定の場に、男性も女性もいて当然だという前提でい
ますと奇異な問いなのですが、現実にはこの問いは奇異なものにはなっていません。その
ような現状にあって、あえて意思決定の場に参画することの「義務」の側面を強調したい
と考えています。ことさら女性の参画は権利の側面が強調されがちですが、地域の意思決
定を担っていくことは男女を問わず、義務であり、したがって女性がその任を担いきる主
体化の方向付けが必要なのではないでしょうか。
　今回、講演タイトルが、「『農村女性の社会学―地域づくりの男女共同参画』から」と
なっています。この「から」の意味は大きく、今日は、拙著「から」、すなわち拙著の内
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容にもとづいて中心的テーマについて話させていただくとともに、拙著「から」始まる、
以降の研究経過にもふれさせていただこうと思います。そしてその前に、拙著以前につい
てまずはお話しておきましょう。それは、「地域の意思決定の場に女性を！」という私の
主張の出発点ともなっています。
1????????????
　もともと私の研究テーマは、地域社会の政治文化と権力構造を問うものでした。
　日本社会における政治文化の原型として、イエ型・ムラ型という表現がなされます。と
りわけ市町村議会の議員選挙は、その地域の人間関係のあり方が顕在化するものであり、
地域政治文化をとらえることにつながります。例えば、血縁に依拠した集票が行なわれる
場合はイエ型選挙。地縁に依拠した集票が行なわれる場合はムラ型選挙ということができ
ます。そこで私は、地域の慣習が残存しやすい農村や漁村を対象とし、そこでの議員選
挙、とりわけ議員候補者がどのように集票しているかという集票行動に注目し、議員候補
者をめぐる集票ネットワークの特徴から地域政治文化のあり方をとらえようと試みまし
た。
　また農村や漁村において地域権力構造をとらえようとしたときには、地域役職といった
フォーマルリーダーがあげられる傾向にあります。例えば、自治会長・町内会長、先の市
町村議会議員、農村の場合は農業委員、漁村の場合ですと漁業協同組合の組合長や理事な
どです。そういった地域役職の位置づけや、地域役職に選ばれているフォーマルリーダー
の属性や業績から地域政治文化、すなわち当該地域に共有されている政治をめぐる価値観
や行動が浮かびあがってくるわけです。そして、当該地域のトップリーダーを探り、さら
にトップリーダーへのリクルートメントルートをとらえることによって、トップリーダー
になっていくプロセスを明らかにしました。
　この研究成果は、近世末期から現代にいたる身分的構造の歴史的推移も扱っているた
め、再掲にあたっては掲載許可のとり直しが必要なのですが、複数のインフォーマントが
逝去されているということもあって、本書では再掲しておりません。しかし、本書のテー
マとの関連でいえば重要な発見がありました。「女性」は婦人会長があげられている程度
で、いわゆる「政治」「権力」をテーマとした調査に、女性があがってくることはないと
いう点です。そういう視点で既存研究を見渡してみても、「女性はいなかった」のです。
私が最初にこういったテーマで調査をしたのは25年ほど前になりますが、現在において
も、通っている多くのフィールドは驚くほど同様の状況にあります。
2?????????????
　そこで私は、地域における女性のリーダー探しを始めました。先に述べたように通常の
権力構造論的アプローチでは、女性はあがってきません。
　そこでまずは注目したのが、女性のみがメンバーのグループや組織です。当然のことな
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がら、そこには女性のグループリーダーがいます。例えば、農村生活研究グループ（旧生
活改善実行グループ。以下、「生活改善グループ」と略記）や JA（農業協同組合）や JF
（漁業協同組合）の女性部、地域婦人会（地域女性会）などの代表者は、女性たちの間で
は地域の女性リーダーといえます。つぎに、成員資格に男女の区別のないグループや組織
をみてみました。女性の代表者は少ないのですが、なかには JAや JFの理事や、加工・直
売組合や生産組合の代表者になる女性もいます。そして女性が圧倒的に少ないのが、政治
的意思決定をする組織です。農業委員会や JA・JFの理事会、自治会・町内会、地方議会
などがそうです。ここに参画しているならば、地域権力構造の析出の際には、女性であろ
うとあがってくるはずなのです。
　こうしてみてみますと、女性リーダーの場合、地域女性リーダー（地域女性のリーダー）
と女性地域リーダー（女性の地域リーダー）との 2 パターンがあることがわかります。
　近年では、ポジティヴ・アクション効果があって、市町村や都道府県の審議会には女性
が一定割合で参画するようになりました。しかし、審議会メンバーというだけでは、地域
リーダーとしてあげられることはありません。なぜなら、審議会メンバーには、組織の代
表者が「あて職」として就任していることも多く、女性割合を目標値に近づけるために、
女性のみがメンバーの組織の代表者が「あて職」として就任している例も多いからです。
地域住民からみれば、当該女性は「地域女性リーダー」であったとしても「女性地域リー
ダー」ではないのです。
3??????????
　この「地域女性リーダー」と「女性地域リーダー」を別の角度からみてみましょう。
　女性リーダーの機能に注目したとき、多くの「地域女性リーダー」は、「生活リーダー」
といえます。とりわけ、農村社会における生活改善グループは、衣食住といった農村生活
の各局面の改善のリーダーシップを担ってきました。現在では高齢化が顕著になり、全国
的に数が減少しつつあるグループであるとはいえ、6 次産業の基盤をつくってきたグルー
プとしてまだその役割を終えたわけではありません。そのようなグループの代表者は、農
村社会における女性の地域リーダー・ステージという意味では、第 1 ステージに位置づけ
られます。そして「女性地域リーダー」は、第 2 ステージの「経済リーダー」、第 3 ス
テージの「政治リーダー」としての機能を担うことになります。JAや JFは経済組織です
し、農業委員会や市町村議会は政治的意思決定を行ないます。
　この第 1 ステージから第 3 ステージまでの地域リーダー・ステージは、女性リーダー
にとってはリクルートメントルートも意味します。
　地域リーダーは、地域独自のリクルートメントルートに則って選ばれています。例え
ば、農村部の場合、地域のトップリーダーが地元推薦による議員であるとしますと、青年
団長、消防団長、JAの地域総代、自治会長を経て議員として推薦されるといったルート
が固定化している、つまりリーダー選出の方法が「地域政治文化」化しているわけです。
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このことは同時に、そのリーダーにとっては、地域役職の兼任や役職のステップをふむこ
とによって経験・実績をつんでいることを意味します。「成長の場」という表現もなされ
るでしょう。なので、逆にこれらの経験の蓄積がなければ、議員にも推薦されません。ま
た女性の場合は、①生活リーダーを担い、つぎに②経済リーダーを担い、③政治リーダー
となっていきます。他方、男性の場合は、経済リーダーを起点としたルートをふむわけ
で、そのうえ自治会長をやって議員になるなど、政治ステージ内でのスライドも多いで
す。
　ここに女性リーダーの場合と男性リーダーの場合との大きな違いがあります。すなわ
ち、男性は生活リーダーを経験しない・できないことです。生活リーダーとしての視点を
獲得する機会のない男性リーダーの存在があるわけです。女性リーダーは、生活リーダー
としての経験を積んでいるからこそ、生活者の視点をもってリーダーシップを発揮できる
といえるでしょう。そのように政策的に農村女性リーダーを育成してきたのです。
　この①生活リーダー、②経済リーダー、③政治リーダーといった各地域リーダー・ス
テージを女性が踏むのには、いいかえればリクルートメントルートにのるには、各ステー
ジ間にある壁を乗りこえる必要があります。とくに経済リーダーから政治リーダーになる
際の壁の厚さはいうまでもないでしょう。壁を乗りこえる困難や、そもそも次のステージ
に進むことを望まない、それでいて地域のなかで一定の役割を果たしたい女性は、新たな
場を創出します。それが、直売・加工グループの創設などにつながります。これが単なる
女性の政治の場からの逃避になるのか、地域にとってのインパクト・ファクターとみるの
かが重要です。
　後ほどふれる長野県A町のSさんは、地域活性化を促進する新たな場を創出しつつ、農
業委員を 4 期されてきたかたです。こうした女性の活動を支えてきた大きな要因として政
策的支援があります。各ステージ間の壁乗りこえに際しても、そして各ステージでリー
ダーが経験を蓄積させていく際にも、女性リーダーの育成に生活改良普及員の役割は欠か
せませんでした。現在では、生活改良普及員は制度的になくなっていますが、形を変えな
がらも、元生活改良普及員やその後継の普及指導員が女性リーダーの育成を担っていま
す。 I ターン夫婦による農業経営も増えている現在こそ、地元農家とのつながりを形成し
ていくような生活改良普及員的な役割が必要となっています。それは、地元の農家だけで
は立ちゆかなくなった農業・農村において次世代の地域リーダーの育成にもつながりま
す。
　「壁」という意味では、女性の場合、ゼロ・ステージとして「家族」があることも忘れ
てはなりません。家族という壁を超えないと、生活リーダーのステージに進むことさえで
きません。それは「夫の理解」と表現されることもあれば、「子育て」「介護」といった形
で表現されることもあります。家族内の性別役割分業が、地域内の性別役割分業につな
がっているといっていいかもしれません。私は家族社会学が専門ではないので、家族への
アプローチはこの程度にとどめておきましょう。
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　先ほど政策的支援の重要性についてふれました。なかでも農漁村におけるリーダー育成
事業の一環としてあった「農業士」「漁業士」制度は、重要な位置づけにあります。しか
し、必ずしも女性を対象としたものではなかった農業士・漁業士制度では、女性が選ばれ
にくいといったこともあって、女性だけが対象の女性農業士・女性漁業士制度がうまれま
した。これらは、女性の意思決定の場への参画を後押ししたという意味においても大きな
意義をもつものです。後でとりあげる長野県の事例における「農村生活マイスター」も
「女性農業士」にあたるもので、長野県ではこの制度が有効に機能したのです。
　女性農業士・女性漁業士、生活改善士などと称されるこれらは、都道府県単位で制度化
されており、各都道府県において一定の要件を満たした農漁村女性に認定されるもので
す。政策決定への参画資格はありませんが、提言をとおして女性の声を反映させることが
できます。また、地域のフォーマルリーダーとして機能し、行政が認定したものであると
いうこともてつだって、女性であっても農業地域や漁業地域において地域リーダーとして
認められやすくなります。
　またもうひとつの特徴は、これら女性農業士等が、生活リーダー、経営・技術リー
ダー、後継者育成リーダーの各機能を併せ持つという点にあります。そして、これらリー
ダーシップの担い手としての能力と地域リーダーとして認められやすいという点によっ
て、政治リーダーになるにあたって女性農・漁業士に認定されるということが、壁乗りこ
えの契機となるのです。
5???????????
　実際に女性がどのようにして意思決定の場に参画していっているのかについて、男女共
同参画の先進県といってもよい長野県に注目してみることにします。私が長野県を調査対
象地としたのは、女性農業委員の数・割合とも全国で第 1 位だったからです。農業委員会
は「男の世界」であり、女性の参入が難しい領域のひとつです。にもかかわらず、なぜ女
性が参入できているのかを明らかにしようというわけです。
　農業委員会の役割をご存知でしょうか。農地は、農地法にもとづき個人所有であっても
自由な売買や転用が抑制されています。農業委員会は、農地の権利移動や転用を監視した
り、農地の利用調整をしています。最近は、農業振興にも活動の幅が広がっています。公
職選挙法が適用される公選による選挙委員と、市町村長が選任する選任委員とがありま
す。公選によるといっても、たいていの場合、地区間に凝りが残らないようにということ
から投票になることを避ける傾向にあり、各地区で候補者の事前調整が行なわれることが
通例となっています。選任委員は、総合農協の理事または経営管理委員、農業共済組合理
事、土地改良区理事、学識経験者で構成されます。女性農業委員を増やそうという場合、
地域の（男性支配の）論理がはたらく選挙委員ではなく、この選任委員枠をポジティヴ・
アクション的に機能させていることが数字からもわかります。結論を先取りしていいます
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と、先にもふれた農村生活マイスター（女性農業士）は学識経験者として位置づけられ、
議会推薦によって農業委員となります。長野県では、この農村生活マイスターが農業委員
に就任しているのです。
　それでは、長野県における女性農業委員の数値を確認してみましょう。
　2011年 8 月現在で、全国の全農業委員36,080人のうち、女性は2,065人（5.72％）です。
それが長野県の場合、全農業委員 1,394 人のうち 157 人（11.26％）であり、全国 1 位と
なっています。この全国 1 位である点は、私が長野県に入り始めた10年以上前から変わ
りません。内訳をみると、選挙委員1,056人中、女性は22人（2.08％）ですが、選任委員
は338人中、女性が135人と39.94％を占めています。また、女性農業委員がいる委員会割
合にいたっては、全国平均が58.5％にあるなか、89.6％にのぼるのです。もちろん、選挙
委員として参入しなければ「壁」をつき壊したことにならないという見方もできるでしょ
うが、後で述べますように、まずは農業委員会に女性が参入することが重要なのです。
　さて、壁という意味では、地方議会の場合はどうでしょうか。2010年12月の数字で確
認してみましょう。
　長野県内の町村議会議員 656 人のうち、女性は 74 人で 11.28％になります。全国平均
8.09％からみればその割合は少なくはありませんが、第 1 位である神奈川県の20.20％か
らは大きく引き離されています。市議会の場合は、438人中女性は69人で15.75％です。
全国平均13.20％や第 1 位である東京都の24.93％と比較しても、格段に女性市議の割合
が高いわけではありません。都道府県議会議員では、58人中10人（17.24％）を女性が占
め、全国平均8.09％を大幅にこえ、第 1 位の東京都19.05％にせまろうかといったところ
です。農業委員と比べるとやはり壁の厚さがうかがえます。ですが、次で取りあげる長野
県A町では、農村生活マイスターが農業委員のみならず町議会議員に就任しています。
　長野県の意思決定の場への女性のルートをまとめてみると、生活改善グループ（1950
年開始）、農村婦人学校（現「女性農業者セミナー」。1982 年開始）、「農村生活マイス
ター」（1989年開始）の順で進み、そのおのおのに生活改良普及員によるリーダー育成の
支援が入っています。そして「農村生活マイスター」から農業委員、地方議員へと進んで
行きます。さらに特徴としてあるのが、農村女性リーダーのための研修において「問題解
決学習」という手法を身につけていることです。
　この問題解決学習は、女性が自ら問題を発見し、解決していく方法としてあります。個
人がかかえる問題も必ずしも個人的なものではないという前提に立って、解決の方向性を
探っていきます。これはリーダー育成の手法として長野県中で取り入れられており、女性
の主体化を促し、女性も地域課題を担いきる存在であることが強調されるものです。女性
リーダーたち自身もこの方法を身につけているからこそ、リーダーシップを発揮できると
自負しています。そしてここで忘れてはならないのは、その解決の仕方に生活者・女性の
視点が入ることです。これは、男女共同参画における「質的」意義、すなわち女性が意思
決定の場に参画することによって、今までとは違う視点が導入され、既存の場にインパク
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トを与えることができるという意義につながります。
　女性が意思決定の場に入っていかなければ、そういった質的意義も実証されないわけで
すから、ポジティヴ・アクションによって女性を参画させていくことが重要になります。
女性参画の「数的」意義がそこにあるわけです。その意味で、首長の意識は男女共同参画
の推進に大きく影響します。選任委員枠をポジティヴ・アクション的に使うか使わない
か、役場内の管理職に女性を登用するかしないかは、首長の意向が大きく左右します。事
例として取りあげる A町では、町長がかわってから役場に女性管理職が皆無になりまし
た。
6????A????
　それでは長野県の中西部にある人口 1 万人ほどのA町を事例として、具体的に男女共同
参画のあり方をみてみましょう。A町を取りあげる理由は、男女共同参画を先進的に進め
てきたことと、先進地だからこその課題もみえるからです。
　先進地であるといえるのは、複数名の女性の農業委員を1998年以来就任させているか
らです。1998年と2001年は 2 名（選挙委員 1 名・選任委員 1 名）、2004年と2007年は 3
名（選挙委員 2 名・選任委員 1 名）、2010年は 2 名（選挙委員 1 名・選任委員 1 名）が就
任しています。2010年に 1 名減ったのは、後でふれますように農業委員の後継者がいな
かったことや、定数の削減があったことがその理由としてあげられます。2004年の定数
は選挙委員15名・選任委員 3 名であったのが、2010年に選挙委員10名・選任委員 4 名と
なっています。合併自治体では農業委員定数の大幅削減が行なわれていますが、A町のよ
うな非合併自治体においてもそれは同様です。
　そんなA町の女性農業委員のお一人であるSさん（60歳代・専業農家）は、1998年か
ら 4 期12年の間、農業委員の任についていらっしゃいました。現在は、朝市等の代表者
として活躍されているかたです。彼女の活動指向は、男女共同参画の推進の可能性と課題
とを体現しているといえるでしょう。
　それが顕著であるのが町議会議員（以下、町議と略記）選挙です。A町で女性町議が誕
生したのは1991年です。自薦で立候補されたかたですが、1 期のみで終えられています。
そして1995年には 2 名が当選し、以降複数の女性町議が当選しています。その女性町議
の当選者の選出基盤をみると、共産党と女性団体連絡協議会（以下、女団連と略記）にな
ります。1999年には 3 名、定数が16名から15名に減った2003年においては 4 名に増え、
さらに定数が12名に減った2007年にも 4 名の女性が当選していますが、女団連からは常
に 2 名の当選者を出しています。2011年には、共産党現職のかたが引退され、その後継
者が男性であったことと、初めて女団連からの候補者が 1 名落選するという事態になり、
女性町議は 2 名になっています。このことが意味することについては後で述べますが、女
団連が、女性町議の当選に影響力を発揮していることがわかります。
　この女団連というのは、1987年に組織されたA町内の女性団体のネットワーク組織で
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す。農業に従事する女性たちの組織というわけではありません。Sさんが農業委員に就任
された時期の1998年現在で29団体が加盟しており、延べ会員数は2,599人です。複数の
女性団体に加入している会員も含めた数字とはいえ、けっして少ない数ではありません。
男女共同参画の推進も目的としているこの組織は、女性町議を議会におくることが、議会
推薦による選任委員の女性農業委員の登用につながることを意味しますから、戦略的に活
動しているといえます。もちろん、Sさんもこの団体の中心的人物であり、1999年の町議
選の際には選挙参謀となり、女団連からの候補者をトップ当選させています。
　このようにA町の男女共同参画は、長野県の女性リーダー育成のために「農村生活マイ
スター」制度や問題解決学習を中心とした研修が有効に活かされ、目的的・戦略的に
「数」と「質」との両側面から推進されたといえるでしょう。
7?????????100?????
　そんなA町で男女共同参画の牽引車のお一人であったSさんから、「男女共同参画は難
しい。100年かかる」という言葉がもれました。先の女性町議候補者の落選といったこと
も背景にありましょうが、実際には複数の女性町議や女性農業委員が就任しているわけで
すから、他の自治体からみればまだまだ先進地域といえます。ですが、先進地だからこそ
みえてきた課題は、これから多くの地域がかかえる課題ともなるでしょう。
　課題としてあげられる第 1 点目は、過疎化・高齢化による後継者難です。第1次産業が
中心となっているような多くの地域が共通でかかえる問題です。
　Sさんは 4 期も農業委員をされていますが、それはご本人が望んだことではありません。
後継者を立てようとする度に、家族の反対や介護を理由に断られたり、見込んでいた女性
が町議に立候補することになったりといった具合でした。そういった女性を取り巻く状況
を念頭におくと、依頼できる女性は少なく、結局、後継者を立てることができませんでし
た。それでSさんご自身が、はからずも続けることになったわけです。
　そして後継者がいないということは、価値観の継承も行なわれないことにつながりま
す。そこで第 2 点目としてあげられる課題は、世代間の意識差です。
　私も「男女共同参画って何？」という言葉を地元の30歳代の女性からフィールドワー
クするなかで聞いたことがあります。また、次期「A町男女共同参画プラン」策定中に地
元説明に行った担当職員からは、「なかなか理解してもらえない」という嘆息も聞きまし
た。男女共同参画の先進地域であってもこのような状況なのです。他方で、A町の男女共
同参画を推進してきた70歳代の元女性町議をはじめ女団連の歴代会長からは、農家の嫁
としてのご自身の体験も踏まえ、女性の地位向上にたいする想いが熱く語られました。彼
女たちは、長野県の政治に関する学習の集まりに参加しており、60歳代前半の元町議も
この場で学習をしてきています。そういった機会がない限り、男女共同参画の重要性が次
世代には伝わらず、壁を乗りこえてでも参画しようという意志につながっていかないので
す。女性が意思決定の場に参画することの権利の重みが伝わっていないため、義務の側面
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も弱くなるといってもいいでしょう。
　そんな女性たちの意識だけではなく、女性が参画に向かいにくい地域構造が再編されつ
つあります。それが第 3 点目としてあげられる、自治会のあり方です。裏を返せば、地方
議会のあり方といってもいいかもしれません。
　近年、全国的に行政と地域との協働ということがさかんにいわれています。ここA町で
も行政と自治会との協働による「まちづくり」を進めていっています。申請により、自治
会にまちづくりのための補助金がおろされるようになっており、介護教室の開催といった
ソフト事業から水路整備などのハード事業までが対象となっています。これは多くの地域
課題が行政と自治会との協働によって解決されることを意味しています。したがって、地
区推薦という形で立候補している多くの町議も、地区への利益誘導的な活動だけでは存在
意義を問われることになるのです。住民は自治会に期待するようになりますが、自治会の
執行部は男性によって占められており、議会以上に女性が参画する余地がないわけです。
A町では女性の自治会長が 1 名いらっしゃいますが、それは山間部の総世帯数 2 戸の地区
の独居世帯から選ばれている自治会長です。通常は男性世帯主から自治会長が選ばれてお
り、A町でも自治会長に女性が就任することは上記のような例以外では、過去に新興住宅
地やまち部で 1 回ずつあっただけといった状況です。この自治会運営の世帯主主義によっ
て、全国的にも女性の自治会長は少ないです。そういったところに行政が直接、自治会と
協働していくわけです。
　このような状況をみてみますと、政党を背景としていたり、女団連出身であるような女
性町議の場合、地域への利益誘導とはもともと無縁ですし、上記の協働事業以外の地域
イッシューや全町的イッシューにおいて力を発揮する機会ともなりえます。そんなときに
「女性の視点」が有効かどうかといった問題が、第 4 の課題になります。
　このA町の議会議事録から一般質問で取りあげられる内容を2006年～2010年で年別・
領域別にひろいあげ、女性議員と男性議員とで比較してみました。その結果、「女性の視
点・生活者の視点」が生かされると考えられる「健康・福祉・医療」については男女差が
なく、「環境」「少子化・子育て」については、男性議員のほうが積極的に取りあげていま
した。さらに、もともと男性が取りあげることの多かった行財政関係の領域について女性
が取りあげることは少なく、結果として女性のほうが取りあげる領域の幅が狭いというこ
とがわかりました。
　このことが意味することを確定するには、さらに詳細な内容分析をしないといけないの
ですが、2011年の町議選で初めて女団連からの候補者が落選したことと全く関係ないと
もいえません。ここで推察できるのは、「女性の視点・生活者の視点」が議会において有
効性をもたなくなったのではないかということです。もちろん、女性町議の存在によっ
て、男性町議も生活者の視点の重要性に気づいたということもでき、もしそうであるなら
ば女性町議の意思決定の場に及ぼした影響を積極的に評価できることになります。その意
味でいえば、まずは女性が意思決定の場に入って、自らの視点を生かした政策決定に参画
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することが重要なのであり、そこにポジティヴ・アクションの意味もあるわけです。です
が、次の段階では、辻村みよ子先生（「政治参画と代表制論の再構築―ポジティヴ・アク
ション導入の課題」辻村みよ子編『壁を超える―政治と行政のジェンダー主流化』岩波書
店、2011年）のお言葉を借りていえば、「女性による政治」をするのか「女性のための政
治」をするのかということも含めて、女性リーダーたち自身が、自身の活動指向を再考す
る必要があるわけです。A町は、そういった時期に来ているのではないでしょうか。
????
　地元行政や地域リーダーのかたがたとご一緒する機会も多いのですが、大学教員の発言
の影響力が大きいこともあり、ポジティヴ・アクションのことも含め、迷うことが多いと
いうのが正直なところです。例えば、長野県議会を含め長野県の地方議会においては、ク
オータ制もとれるほどではないかと評価しています。ですが、同じことを岡山県でやろう
ということはできません。まだ土壌づくりが十分ではないと考えられるからです。女性地
域リーダーの絶対数が少ない現状において、審議会においても一人の女性リーダーに役職
が集中してしまい、生業に影響が出るようになったからと、その女性を逆に意思決定の場
から遠のかせたという例があります。リーダーの育成は時間のかかるものであり、長野県
の事例は長年の生活改良普及員による事業展開と指導の蓄積の結果です。とはいえ、こと
は政治の場の質にかかわる問題であり、冒頭で述べましたように地域の状況、とりわけ地
方社会の中山間地域や島しょ部などでは、じっくりと時間をかけてといっているうちに、
先ほども申しましたような価値観の伝達もできなくなりつつあります。
　今日は、このようなことも含め、女性文化研究、男女共同参画政策にご造詣の深い皆様
と意見交換できますことを楽しみに参りました。意見交換できましたら幸いです。また、
講演内容につきましては、かいつまんだ形で話させていただきましたので、お聞き苦しい
点、わかりにくい点もあったかと存じます。ご質問をいただくことができましたらありが
たいです。
　最後になりましたが、昨夜は、拙著執筆を応援してくださり、大学院時代には女性地域
リーダーの研究を奨めてくださった恩師、井上忠司先生からお電話を頂戴し、今日は参れ
ませんが皆様によろしくお伝えくださいとのことでした。また、拙著出版を引き受けてく
ださった、昭和堂編集部の松井久見子さんからも一昨日、お電話頂戴し、貴重な場にうか
がえず残念ですとのことでした。
　このような講演の機会を頂戴しましたことにあらためて篤く御礼申しあげます。ご静
聴、どうもありがとうございました。
??
　本稿は、2012年5月25日の講演内容にもとづき、加筆修正を加えたものである。本稿テーマに関
連する最新の研究成果は、拙著「地域の意思決定の場への参画―長野県における女性農業委員の活動
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から」（日本村落研究学会企画、原珠里・大内雅利編『【年報】村落社会研究48　農村社会を組みか
える女性たち―ジェンダー関係の変革に向けて』農山漁村文化協会、2012年10月刊、69－106）を
参照されたい。
（ふじい　わさ　岡山大学大学院社会文化科学研究科教授）
